
資料１－１ 

〇芸備線に関する利用促進及び在り方に関する協議の状況 

 

１ 利用促進に関する状況 

（１）利用促進に関する協議状況（広域） 

令和３年 

  ６月 ８日  ＪＲ西日本が「芸備線沿線の地域公共交通計画に関する申入れ」を岡

山県、広島県、庄原市、新見市に提出 

  ８月 ５日  第１回芸備線 庄原市・新見市エリアの利用促進等に関する検討会議 

 １０月 ８日  第２回芸備線 庄原市・新見市エリアの利用促進等に関する検討会議 

令和４年 

  ２月 ７日  第３回芸備線 庄原市・新見市エリアの利用促進等に関する検討会議 

  ５月１１日  第４回芸備線 庄原市・新見市エリアの利用促進等に関する検討会議 

         ※ＪＲ西日本から将来の地域公共交通の姿について議論を開始したい

旨の発言 

 １１月 ２日  第５回芸備線 庄原市・新見市エリアの利用促進等に関する検討会議 

         ※「検討会議では在り方の検討は行わない」ことを決定した旨を報告 

令和５年 

  ２月 １日  第１回芸備線の状況等に関するヒアリング（岡山県・広島県主催） 

  ５月１０日  第２回芸備線の状況等に関するヒアリング（岡山県・広島県主催） 

  ７月２０日  第６回芸備線 庄原市・新見市エリアの利用促進等に関する検討会議 

  ８月 ２日  第３回芸備線の状況等に関するヒアリング（岡山県・広島県主催） 

 

（２） 利用促進に関する協議状況（岡山県） 

令和４年 

  ７月２５日  岡山県ＪＲ在来線利用促進検討協議会設立 

         ※県内全市町村が参加 

  ８月３１日  第１回岡山県ＪＲ在来線利用促進検討協議会 

令和５年 

  １月２６日  第２回岡山県ＪＲ在来線利用促進検討協議会 

  ８月２５日  第３回岡山県ＪＲ在来線利用促進検討協議会 

 

（３） 利用促進に関する協議状況（新見市） 

令和３年 

  ９月３０日  新見市鉄道利用促進協議会 設立総会 

  ３月１０日  第２回新見市鉄道利用促進協議会 
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資料１－１ 
令和４年 

  ５月１８日  第３回新見市鉄道利用促進協議会（書面） 

 １２月１４日  第４回新見市鉄道利用促進協議会（書面） 

令和５年 

  ２月１３日  第５回新見市鉄道利用促進協議会 

  ５月３１日  第６回新見市鉄道利用促進協議会 

 １１月１３日  第７回新見市鉄道利用促進協議会 

 

（４） 利用促進に関する協議状況（議会） 

令和５年 

  ７月１９日  ＪＲ芸備線・姫新線・因美線の利用促進と存続をめざす議会議員連盟

設立総会 

 

２ 再構築協議に関する状況 

令和５年 

  ４月２１日  改正地域交通法成立 

 １０月 １日  改正地域交通法施行 

 １０月 ３日  ＪＲ西日本が再構築協議会の設置を要請 

 １０月１３日  再構築協議会の組織に関する意見聴取(11/2期限) 

 １１月 ２日  再構築協議会の組織に関する意見聴取に係る期限変更依頼 

 １１月 ６日  再構築協議会の組織に関する意見聴取期限の変更通知(11/27期限) 

 １１月２７日  再構築協議会の組織に関する意見書を提出 

 １１月３０日  再構築協議会参加について広島市、安芸高田市、三次市に対して意向

調査(12/15 期限) 

 １２月１５日  再構築協議会参加について回答。広島市と三次市は参加。安芸高田市

は不参加。 

令和６年 

  １月１２日  「備中神代－備後庄原」間を特定区間とする再構築協議会を設置する

ことを関係自治体へ通知 
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資料１－１ 

〇本市の利用促進事業 

   令和３年度 

   ・哲西地域芸備線利用促進事業（乗合タクシーの実証運行：２次交通の改善） 

     乗合タクシー利用者 Ｒ３（平均）：１４２人/月 

・鉄道利用促進協議会 

駅カード作成   当初３００枚、追加２００枚作製 ３カ月で配布終了 

県境鉄道サミット R3.11.23 備後落合駅周辺で開催 約４００人来場 

フォトコンテスト 応募総数２０２点（撮影者総数７１人） 

 

   令和４年度 

   ・哲西地域芸備線利用促進事業（乗合タクシー運行時間拡大） 

     乗合タクシー利用者 Ｒ４（平均）：２０９名/月 

・鉄道利用促進協議会 

グループ利用の促進 ６０組 １８０名 

県境鉄道サミット R4.11.27 備後西城駅周辺で開催 約１，０００人来場 

   ・市職員乗車モニター調査 

     延べ利用者数 １５２名（芸備線２４名 姫新線３７名 伯備線９３名） 

   ・新見、高梁、真庭観光連携事業 

     各市の観光協会で連携したツアーなどを実施 

 

 

   令和５年度 

   ・公募型鉄道利用促進事業 

   ・鉄道利用促進協議会（鉄道カレンダーの作成・配布、小中学校利用助成、ICOCA地

域ポイント還元 等） 

・哲西地域芸備線利用促進事業（継続） 

s-kankyou301
タイプライタ
4



〇ＪＲローカル線に関する協議等経過

ＪＲの動き 芸備線に関する動き ローカル線全体に関する動き 国の動き

　令和３年度

6月8日

「芸備線沿線の地域公共交通計
画に関する申入れ」を岡山県、
広島県、庄原市、新見市に提出
※検討内容：地域の現状、公共
交通の概況、利用状況等の把握
及び芸備線の利用促進について

8月5日
第１回芸備線　庄原市・新見市
エリアの利用促進等に関する検
討会議

9月30日
新見市鉄道利用促進協議会
設立総会

10月8日
第２回芸備線　庄原市・新見市
エリアの利用促進等に関する検
討会議

2月7日
第３回芸備線　庄原市・新見市
エリアの利用促進等に関する検
討会議

3月10日
第２回新見市鉄道利用促進協議
会

　令和４年度

5月11日
第４回芸備線　庄原市・新見市
エリアの利用促進等に関する検
討会議

5月18日
第３回新見市鉄道利用促進協議
会（書面）

国の有識者検討会が「地域の将
来と利用者の視点に立ったロー
カル線の在り方に関する提言」
を報告

岡山県ＪＲ在来線利用促進検討
協議会設立
※県内全市町村が参加

7月25日
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ＪＲの動き 芸備線に関する動き ローカル線全体に関する動き 国の動き

8月31日
第１回岡山県ＪＲ在来線利用促
進検討協議会

10月6日

県北４市長（津山市・美作市・
真庭市・新見市）からの提案で
中国市長会から「持続可能な鉄
道網の確立に関する要望」をＪ
Ｒに提出

10月17日
ＪＲ姫新線・因美線・津山線沿
線市町首長会議

11月2日
第５回芸備線　庄原市・新見市
エリアの利用促進等に関する検
討会議

12月14日
第４回新見市鉄道利用促進協議
会（書面）

1月26日
第２回岡山県ＪＲ在来線利用促
進検討協議会

2月1日
第１回芸備線の状況等に関する
ヒアリング（岡山県・広島県主
催）

2月13日
第５回新見市鉄道利用促進協議
会

　令和５年度

4月21日 改正地域交通法成立

5月10日
第２回芸備線の状況等に関する
ヒアリング（岡山県・広島県主
催）

5月31日
第６回新見市鉄道利用促進協議
会

7月19日
ＪＲ芸備線・姫新線・因美線の
利用促進と存続をめざす議会議
員連盟設立総会

7月20日
第６回芸備線　庄原市・新見市
エリアの利用促進等に関する検
討会議
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ＪＲの動き 芸備線に関する動き ローカル線全体に関する動き 国の動き

8月2日
第３回芸備線の状況等に関する
ヒアリング（岡山県・広島県主
催）

8月25日
第３回岡山県ＪＲ在来線利用促
進検討協議会

10月1日 改正地域交通法施行

10月3日 再構築協議会の設置を国へ要請

10月13日
再構築協議会の組織に関する意
見聴取(11/2期限)

11月2日
再構築協議会の組織に関する意
見聴取に係る期限変更依頼

11月6日
再構築協議会の組織に関する意
見聴取期限の変更通知(11/27期
限)

11月13日
第７回新見市鉄道利用促進協議
会

11月21日
再構築協議会の組織に関する意
見聴取に対する回答に係る市長
コメントを発出

11月27日
再構築協議会の組織に関する意
見書を提出

11月30日
再構築協議会参加について広島
市、安芸高田市、三次市に対し
て意向調査(12/15期限)

12月15日
再構築協議会参加について回
答。広島市と三次市は参加。安
芸高田市は不参加。

1月12日
「備中神代－備後庄原」間を対
象に再構築協議会を設置するこ
とを関係自治体へ通知
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

１．【制度】 地域交通法等の改正の概要
（※令和５年４月２８日 公布）

1
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地域交通法の概要

地域の主体的な取組等によって「地域旅客運送サービスの持続可能な確保に資する地域公共交通の活性化及び再生」を
推進するため、地域公共交通計画の作成やこれに基づき実施する事業等について定める。（平成19年制定）

「地域にとって望ましい地域旅客運送サービスの姿」を明らかにする地域公共交通のマスタープラン
・ 全ての地方公共団体に対して作成の努力義務 ※計画作成数：835件（2023年度末時点）
・ 地方公共団体が、地域の関係者を構成員として組織する「法定協議会」において協議を行い、地域公共交通計画を作成

地域公共交通計画

地域の実情に応じた取組の実施を円滑化するため、地域公共交通計画に盛り込むことができる法定事業
地域公共交通特定事業

・ 個々の特定事業について、地方公共団体・事業者が実施計画を作成
・ 実施計画について国土交通大臣の認定を受けた場合、予算上の措置（地域公共交通確保維持改善事業等）や法律上
のワンストップ特例（許認可手続の一元化）などの特例措置

実施計画

◇ 軌道運送高度化事業
LRT（Light Rail Transit）の整備

◇ 地域旅客運送サービス継続事業
公募を通じた廃止予定路線の交通の維持

◇ 道路運送高度化事業
BRT（Bus Rapid Transit）の整備

◇ 貨客運送効率化事業
貨客混載の導入

◇ 鉄道事業再構築事業
鉄道の上下分離等

◇ 地域公共交通利便増進事業
路線、ダイヤ、運賃等の見直しによるサービス改善

等

3
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鉄道・タクシーにおける協議運賃制度の創設 【鉄道事業法・道路運送法】鉄道・タクシーにおける協議運賃制度の創設 【鉄道事業法・道路運送法】

地域の関係者間の協議が調ったときは、国土交通大臣への届出による運賃設定を可能とする協議運賃制度を創設。
（※乗合バスについては、平成18年より協議運賃制度を導入済。）

バス・タクシー等地域交通の再構築に関する仕組みの拡充 【地域交通法】バス・タクシー等地域交通の再構築に関する仕組みの拡充 【地域交通法】

・AIオンデマンド、キャッシュレス決済、EVバスの導入等の
交通DX・GXを推進する事業を創設。

・国は、インフラ・車両整備に対する社会資本整備総
合交付金を含め、予算面で支援するとともに、（独）
鉄道・運輸機構の出融資や固定資産税の特例措
置により支援できるよう措置。 <予算・財投・税制>

・自治体と交通事業者が、一定の区域・期間について、交通サービス
水準（運行回数等）、費用負担等の協定を締結して行う 「エリア一
括協定運行事業」 を創設。

・国は、複数年の支援総額を事前明示するとともに、インフラ・車両整
備に対する社会資本整備総合交付金を含め、予算面で支援（上
下分離も可能）。 <予算>

「地域公共交通利便増進事業」の拡充 「道路運送高度化事業」の拡充

ローカル鉄道の再構築に関する仕組みの創設・拡充 【地域交通法】ローカル鉄道の再構築に関する仕組みの創設・拡充 【地域交通法】

・自治体又は鉄道事業者からの要請に基づき、関係自治体の意見を聴いて、国土交通大
臣が組織する「再構築協議会」を創設（協議会の開催、調査・実証事業等に対して国が
支援）。

・また、協議会において①鉄道輸送の維持・高度化 ②バス等への転換のいずれかにより利便
性・持続可能性の向上を図るための方策について協議が調ったときは再構築方針を作成。
国は協議が調うよう積極的に関与。

・国は、大臣認定を受けた同事業によるインフラ整備に取り組む自治体について、社会資本整
備総合交付金等により支援。 <予算>

地域の関係者の連携と協働の促進 【地域交通法】地域の関係者の連携と協働の促進 【地域交通法】

・目的規定に、自治体・公共交通事業者・地域の多様な主体等の「地域の関係者」の「連携と協働」を追加し、国の努力義務として、関係者相互間の連携と協働の促進を
追加。

・地域の関係者相互間の連携に関する事項を、地域公共交通計画への記載に努める事項として追加。

（協議会では 「廃止ありき」「存続ありき」の前提を置かずに議論）

再
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き
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業
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※ＪＲ各社は、引き続きＪＲ会社法に基づく「大臣指針」を遵守し、国鉄改革の実施後の輸送需要の動向等を踏ま
えて現に営業する路線の適切な維持等に努めることが前提

AIオンデマンド交通

地域交通法等改正法（地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第18号））

【目標・効果】： 再構築協議会における協議や地域の関係者との連携・協働を通じ、地域交通を再構築
（KPI） 地域公共交通特定事業の実施計画の認定総数 ： 67件 （2022年10月時点）⇒ 300件（2027年度） 4
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ローカル鉄道の再構築に関する仕組みの創設 【地域交通法】

○ 地方公共団体又は鉄道事業者は、大量輸送機関としての鉄道の特性を生かした旅客運送サービスの持続可能な提供が
困難な線区（特定区間）について、国土交通大臣に「再構築協議会」の組織を要請。

○ 国土交通大臣は、関係地方公共団体に意見を聴取し必要と認める場合、再構築協議会を組織。

○ 人口減少やマイカーへの転移、都市構造やライフスタイルの変化など、ローカル鉄道を取り巻く環境は大きく変化。
○ 民間事業者任せにしていては、利便性と持続可能性の高い地域公共交通を維持していくことが困難になりつつあり、沿線自
治体を含む関係者が一丸となって望ましい地域公共交通の在り方を議論する必要。

背景・必要性

概要

【ローカル鉄道の再構築のフロー】
国が組織する再構築協議会

（地方公共団体又は鉄道事業者からの要請に基づき組織）

構成員：国、地方公共団体、鉄道事業者等

実証事業を通じて実効性を検証

①「鉄道の維持・高度化」 →鉄道事業再構築事業（※）

②「バス等への転換」→地域公共交通利便増進事業

地域公共交通の再構築を実現

地方公共団体が組織する法定協議会

構成員：地方公共団体、鉄道事業者等

再構築方針の決定地域公共交通計画の決定

（新設）

【合意形成に向けた国の支援】
○ 協議会開催、調査事業・実証事

業について、「地域公共交通再構
築調査事業」（新設）により国が
支援

【合意実現に向けた国の支援】
○ 社会資本整備総合交付金に

基幹事業として「地域公共交通再
構築事業」を創設し、国が支援

○ 規制・運用の緩和・見直し
・協議運賃制度の導入
・技術・安全規制の見直し 等

※ 現行は赤字会社を対象としているが、黒字会社の線区も対象となるよう拡充

6

※鉄道事業者からの要請制度を創設

s-kankyou301
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鉄道の維持・高度化 バス等への転換
■ＢＲＴ・バスへの転換

ローカル鉄道の再構築のイメージ 【地域交通法】

■GX・DX対応車両等への転換

EVバス充電施設の設置車両導入

■設備整備

バス停・乗換所の整備 営業所/車庫の整備

■利便性向上

チケットのQRコード化 クレジットカードのタッチ決済MaaS（Mobility as a Service）

■設備整備

不要設備の撤去 行き違い設備改良軌道強化（高速化）

大規模商業施設

市街地

鉄道運行当時

B駅

約1Km（徒歩15分程度）

大規模商業施設

12往復/日

市街地

バス転換後

車いす用エレベーター付き
車両

６往復/日

■外部資源を活用した駅の活性化 ■GX・DX対応車両等への転換

郵便局と駅窓口の一体化 駅舎の複合施設化 自動運転の実証実験車両導入

AIオンデマンドの活用並行バスのフィーダー化便数増加

駅

駅

7

■事業構造の見直し

A駅
B駅

企画列車の運行 沿線の周遊バス運行
自治体等が鉄道資産を分割保有

s-kankyou301
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別紙１ 

 

 

 

 

再構築協議会の組織に関する要請 

 

 

 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律第２９条の３第１項の規定に基づき、下記の

とおり再構築協議会を組織することを要請いたします。 

 

 

記 

 

 

１．要請する路線 

  芸備線 

   

２．要請する路線の運行の状況 

  普通列車のみ運行。 

  優等列車及び貨物列車の設定なし。 

 

３．要請する区間 

  備中神代駅（岡山県新見市）～備後庄原駅（広島県庄原市） 

 

４．要請する理由 

  芸備線につきましては、これまで地域の皆さまと共に様々な利用促進、地域活性化

の取り組みを行ってまいりました。一方、人口減少や少子高齢化に加え、道路整備や

道路を中心としたまちづくりの進展など同線を取り巻く環境の大きな変化と共に、

ご利用は大きく減少しております。特に、備中神代駅〜備後庄原駅間につきまして

は、将来の地域のまちづくり計画と移動ニーズに適した持続可能な交通体系の実現

に向けて、地域の皆様と議論をすることが必要であると認識しております。 

s-kankyou301
タイプライタ
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新宮
白浜

糸魚川

南小谷富山

猪谷

高岡

氷見

城端

和倉温泉

津幡

金沢

福井
越前花堂

九頭竜湖

敦賀

近江塩津

米原

草津
貴生川

柘植 亀山

東舞鶴

綾部

園部

山科

京都

加茂

奈良

高田

五条

和歌山

日根野

神戸

新三田

篠山口
谷川

福知山

城崎温泉

和田山

浜坂

鳥取

智頭

寺前

西脇市

厄神

加古川
姫路

播磨新宮
上月

東津山
津山中国勝山

新見

相生

播州赤穂
長船

備中高梁

岡山

東城

備中神代
備後落合

出雲横田

備後庄原

塩町

三次

府中
総社

下深川
三原

広

海田市
福山

伯耆大山
米子

境港

宍道
出雲市

益田

茶屋町
宇野

津和野

宮野

長門市

小串

下関

厚狭

小野田

宇部

児島

岩国

あき亀山

櫛ケ浜

広島

新山口

幡生

路線図

【要請する区間】
芸備線
備中神代～備後庄原 68.5km

別紙２－①
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ご利用状況

0

50

100

0

100

200

300

400

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2019年

平均通過人員（備中神代駅～備後庄原駅）

新見市人口

庄原市人口

○駅別乗車人員（2019年度）（人/日）

48
(13%)

387
(100%)

42
(100%)

○区間別平均通過人員（2019年度）（人/日）

平
均
通
過
人
員

0

100

200

300

400

500

定期外 定期

81
11

62

381

31
(74%)

51
(100%)

37
(73%)

内名

東城
１１

備中神代
７

坂根
2

市岡
8

矢神
１３

野馳
２６

備後八幡
0

内名
３

小奴可
1

道後山
0

備後落合
1４

比婆山
２

備後西城
３６

平子
４

高
1

備後庄原
１２７

平
均
通
過
人
員

沿
線
人
口

（千人）（人/日）

○沿線人口と平均通過人員の推移
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0

100

200

300

400

500

600

700

800

定期外 定期

ご利用状況

駅
間
輸
送
人
員

○運行車両
キハ120系 1両編成
定員105名

（休日）

上下各７本

上下各５本

上下各３本

上下各３本

上下各６本

上下各５本

上り４本・下り５本

（人/日）

○区間別平均通過人員（輸送密度）（2019年度）
※鉄道事業実績報告書に基づき、以下の計算式により算出しています
【平均通過人員】＝【旅客輸送人キロ】÷【営業キロ】÷【営業日数】

81人/日11人/日62人/日

48人/日

（平日）

備
中
神
代

坂
根

市
岡

矢
神

野
馳

東
城

備
後
八
幡

内
名

小
奴
可

道
後
山

備
後
落
合

比
婆
山

備
後
西
城

平
子

高備
後
庄
原

備
後
三
日
市

七
塚

山
ノ
内

下
和
知

塩
町

神
杉

八
次

三
次

○列車本数（2023年10月）

381人/日

備
後
庄
原
駅

56人/日

218 41

約13%約70%

約17%

上り４本・下り５本
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NEWS 
 
 
  

Chugoku Transport & Tourism Bureau 

人と物の移動を見つめ支えます 

国土交通省中国運輸局 

【問合せ】 

 中国運輸局 鉄 道 部 計 画 課 遠北・落合・佐藤 

                  TEL:082-228-8797 

       交通政策部 交通企画課 河野・寺崎 

                  TEL:082-228-3495 

令和６年１月１２日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和５年１０月３日に西日本旅客鉄道株式会社から行われた地域交通法※第２９条の３

第１項に基づく再構築協議会の設置に関する要請を受け、中国運輸局は、関係する地方公

共団体への意見聴取を実施した上で、再構築協議会の設置について検討してまいりました。 
※地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５９号） 

 

 本日１月１２日、要請に係る区間を同条第３項の特定区間とする再構築協議会の設置を

決定し、再構築協議会の構成員等に通知しましたので、下記のとおりお知らせします。 

 

 なお、第１回芸備線再構築協議会の開催日については、令和５年度中の開催を目処に調

整中です。開催が決まりましたら、別途、お知らせいたします。 

 

 

記 

 

 

【芸備線再構築協議会の概要について】※別添参照 

  名  称：芸備線再構築協議会 

  対象路線：芸備線 

  特定区間：備中神代駅～備後庄原駅 

  ※広域的な見地から特定区間以外の区間も含めて備中神代駅～広島駅の区間について議論を行う 

  構 成 員：中国運輸局、岡山県、広島県、新見市、庄原市、三次市、広島市、ＪＲ西日本 ほか 

 

 

えんきた

芸備線再構築協議会の設置について 
― 改正地域交通法に基づく再構築協議会制度を全国で初めて適用 ― 

資料1-5
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芸備線再構築協議会構成員

構 成 員

国 国土交通省中国運輸局（議長）

国土交通省中国地方整備局

地方公共団体 岡山県

広島県

新見市

庄原市

三次市

広島市

鉄道事業者 西日本旅客鉄道株式会社岡山支社

西日本旅客鉄道株式会社広島支社

公共交通事業者 公益社団法人岡山県バス協会

公益社団法人広島県バス協会

公安委員会 岡山県警察本部

広島県警察本部

学識経験者 呉工業高等専門学校環境都市工学分野 神田佑亮教授
1

別添
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【これまでの経緯】

○令和5年10月3日、JR西日本が、地域交通法に基づき、備中神代駅～備後庄原駅間における
再構築協議会の設置を要請

○10月13日、要請区間をその区域に含む自治体である広島県・岡山県・庄原市・新見市に対
し、再構築協議会の設置に関する意見聴取を実施

○11月27日、一度の期限延長を経て、意見聴取を実施した２県２市がそれぞれ意見を提出

○中国運輸局は、「国が再構築協議会を設置する場合には２県２市が再構築協議会に参加す
る」との意見を受け、再構築協議会を設置する方向で調整

○11月30日、広島県からの「庄原市以外の全沿線市とも芸備線の広域的な取組について議論し
たい」との意見を受け、広島市・安芸高田市・三次市に対し、再構築協議会の参加意向につ
いて意見聴取を実施

○12月11日に安芸高田市が、12月15日に広島市・三次市が、それぞれ意見を提出

○令和6年1月12日、中国運輸局が芸備線再構築協議会の設置を正式発表

2

芸備線再構築協議会の設置について
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